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自治体において法務を担当する職員が、空き家対策に係る規定
類の整備や、「特定空家等」に係る認定・勧告・除却命令・代執行
等の手続にあたって原課への指示・助言を適切に行えるように、
空き家制度を理解するための基本書。

「自治体による空き家政策」研究の第一人者が徹底解説！
本書の特色

理論的に体系化された内容が自治体
の実務を支える根拠となる ！

空家法施行後の自治体の実務動向も
踏まえた逐条解説を収録 ！

実施に必要な規定類の整備、原課への
法的助言を適切に行うための基本書

法成立に至るまでの「条例による空き
家対策」といった基本的な切り口に加
え、実務上踏まえておく必要のある「都
道府県と市町村の協働」「景観保全」
といった観点からも解説 ！

「空家法の実施における法的論点」
「実施主体としての市町村行政の対
応」について特徴的・先進的な事例を
取り上げながら整理！

A5判・400頁　定価：2,800円+税

空家法の実施に必要な
法整備のヒントが満載！



＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料
　サービスといたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。
◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを□で選択ください。）　□代金引換により支払います。　□現品到着後請求書により支払います。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送
　業者に現金でお支払いください。その際、クレジットカードは
　ご利用いただけません。

申  込  書  〈第一法規刊〉 取 扱 い

お客様の個人情報の
取扱いについて

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社ホー
ムページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お問合せ
フォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）かフリーダイヤルにてご連絡ください。  フリーダイヤル 　 TEL.0120-203-696　   FAX.0120-202-974
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□公用
□私用

■宛先
〒107-8560
東京都港区南青山2-11-17
第一法規株式会社
     FAX.0120-302-640

平成　　　　年　　　　月　　　　日

書店印

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送り
ください。
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詳細・お申し込みはコチラ
<クレジットカードでもお支払いいただけます>
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空き家政策法務（062083）2017.12 SH

CLICK！

　第１部
　空家法成立に至るまでの
　自治体法政策の展開
第１章  空き家対策の自治体政策法務
 １　空き家の社会問題化
 ２　常時無人性、適正管理性、流動化
　　可能性
 ３　空き家に関する調査
 ４　国土交通省の認識と対応
 ５　空き家の非流動化要因
 ６　自治体の条例対応
 ７　自治体の事業対応
 ８　空き家条例の論点
 ９　空き家対策担当部署
10  県事務としての空き家対策
11  空き家対策の今後

第２章  条例による空き家対策をめぐ
る法的論点

 １　「たかが空き家、されど空き家」
 ２　空き家条例の制定状況・背景事情
 ３　制定されている空き家条例の概要
 ４　独立条例型空き家条例において
　　検討されるべき論点
 ５　法律実施条例型空き家条例にお
　　いて検討されるべき論点
 ６　「事務管理による空き家対応」と
　　いう考え方
 ７　その他の実務上の問題
 ８　地域生活環境管理法システムの今後

第３章  老朽家屋等対策における都道
府県と市町村の協働－特定行
政庁に着目して－

 １　「空き家条例」ブームの「裏側」
 ２　建築基準法10条3 項
 ３　制度設計の基本的考え方
 ４　モデルⅠ：非特定行政庁市町村の
　　独立条例＋特定行政庁都道府県

　　の建築基準法10条３ 項命令
 ５　モデルⅡ：特定行政庁市の独立条
　　例＋特定行政庁市の建築基準法
　　10条３項命令（法律実施条例）
 ６　老朽家屋起因の他の外部性への
　　対応方策
 ７　分権時代の都道府県・市町村関係

第４章　景観保全と廃屋対策
 １　景観法政策と積極的景観形成
 ２　廃屋を考える視点
 ３　対応の方向性
 ４　３つのタイプと制度化の実例
 ５　条例による対応の論点
 ６　廃屋対策のそのほかの課題

　第２部
　空家法の全体像

第５章  空家法の立法過程と法案の確定
 １　立法化の背景
 ２　立案過程
 ３　確定に至るまでの法案の変遷
 ４　条例への影響
 ５　市町村の対応

第６章  空家法の逐条解説
 １　目的（１条）
 ２　定義（２条）
 ３　空家等の所有者等の責務（３ 条）
 ４　市町村の責務（４条）
 ５　基本指針（５条）
 ６　空家等対策計画（６ 条）
 ７　協議会（７条）
 ８　都道府県による援助（８条）
 ９　立入調査等（９条）
10  空家等の所有者等に関する情報
　　の利用等（10条）
11  空家等に関するデータベースの

　　整備等（11条）
12  所有者等による空家等の適正な
　　管理の促進（12条）
13  空家等及び空家等の跡地の活用
　　等（13条）
14  特定空家等に対する措置（14条）
15  財政上の措置及び税制上の措置
　　等（15条）
16  過料（16条）
17  附則

　第３部
　空家法制定後の市町村対応

第７章  空家法の実施における法的論点
 １　空家法の全面施行 
 ２　「防犯」という目的の位置づけ
 ３　空家法６条計画
 ４　空家法７条協議会とそれ以外の組織
 ５　所有者等の調査と番号法
 ６　特定空家等の認定
 ７　空家法14条勧告をめぐる諸問題
 ８　空家法と建築基準法の適用関係
 ９　助言・指導、勧告と命令の関係
10  略式代執行の費用
11  民事法関係と空家法
12  認知症（が疑われる）所有者等へ
　　の対応
13  権限不行使に対する法的措置
14  その他の論点
15  市町村が進化させる空家法

第８章  空家法制定と実施主体としての
市町村行政の対応－132市町村
アンケートからみえる現場風景－

 １　新たな地域的課題としての空き家
　　問題と空家法の制定
 ２　市町村の空き家対策と空き家条例
 ３　空家法の実施

空き家問題解決のための政策法務［目次］

空き家問題解決のための政策法務 －法施行後の現状と対策－
●定価3,024円（本体2,800円） 〔コード062083〕

 ４　実施から１年を経過した行政現場

第９章  空家法制定後における市町村
の条例対応とその特徴

 １　空家法を受けての市町村の対応
 ２　空家法成立後の条例状況
 ３　３種類の条例内容
 ４　時間的前置条例
 ５　対象追加条例
 ６　法律実施条例
 ７　空家法と空き家条例

第10章  「空家法」を含まない条例の
　　　　「真意」
 １　空家法後の条例の２つの形式
 ２　「どうにもとまらない」？ 
 ３　形式的な並立状態の背景
 ４　空家法理解の不十分さ
 ５　定義ミス
 ６　条例に独自の役割を与える
 ７　自治的決定と合理的制度設計

資　料

 １　空家等に関する施策を総合的か
つ計画的に実施するための基本
的な指針 （平成27年2月26日、総
務省・国土交通省告示１号）

 ２　「特定空家等に対する措置」に関す
る適切な実施を図るために必要
な指針（ガイドライン）（平成27年
５月26日、国土交通省・総務省）

３　 『「特定空家等に対する措置」に関
する適切な実施を図るために必
要な指針（ガイドライン）（案）』に
関するパブリックコメントに寄せ
られたご意見と国土交通省及び
総務省の考え方（抄）（平成27年５
月26日、国土交通省・総務省）
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